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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この告示は、三種町が発注する建設工事、製造、建設コンサルタント等（以下「建設工事

等」という。）の請負又は委託契約に係る指名競争入札等の事務を適正かつ円滑に行うため、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）、三種町財務規則（平成１８年三種町規則第４４号。以下

「財務規則」という。）等に定めのあるものをまとめたほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「町内業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。ただし、

個人の場合については、本条の規定にかかわらず、町内に主たる営業所を有するものとする。 

（１） 三種町建設業者等級格付け名簿に登載された者のうち町内に主たる営業所を有するもの

で次の要件を全て満たすもの 

ア 三種町町税条例（平成１８年三種町条例第６２号）第４７条の規定による町民税（法人税）

を申告納税している者 

イ 三種町町税条例第４３条の規定による町民税の特別徴収を行っている者 

（２） 三種町建設業者等級格付け名簿に登載された者のうち町内に従たる営業所を有するもの



 

で次の要件を全て満たすもの 

ア 三種町町税条例第４７条の規定による町民税（法人税）を申告納税している者 

イ 三種町町税条例第４３条の規定による町民税の特別徴収を行っている者 

ウ 指名審査時（応募型指名競争入札にあっては入札の公募時）において、社員（常時雇用さ

れている者及び常勤の役員。以下「社員」という。）のうち５人以上が町内居住者であり、

その社員に係る町民税についてイの特別徴収を行っているもの 

エ 資格審査申請時において建設業許可を取得してから引き続き３年以上町内で事業を営ん

でいる者 

オ その他町長が必要とする要件を満たす者 

２ この告示において「電子入札」とは、三種町が秋田県の電子入札システムを共同利用方式によ

り運用して行う入札をいう。 

（入札方法） 

第３条 入札は、次の方法により行うものとする。 

入札の方法 対象工事 

指名競争入札 (1) 緊急を要する工事 

(2) 専門性を有するなどの理由により、発注する工事を施工

できるものが限られる工事 

応募型指名競争入札 (1) 町内業者に発注する工事。ただし、入札に付する工事に

対応する町内業者数が少ない、又はいない場合は、町外業者

も対象とする。 

２ 前項の入札方法を行うことが適切でない工事については、前項に規定する以外の入札方法によ

ることができる。 

３ 第１項の入札は、電子入札により執行することができる。この場合における開札操作は、必ず

次条に定める入札執行者立会いのもと行うものとする。 

（入札執行者） 

第４条 入札を執行する者（以下「入札執行者」という。）は、契約権者又は契約権者があらかじ

め指定した者とする。 

第２章 指名競争入札 

（指名） 



 

第５条 三種町建設工事入札制度実施要綱（平成１８年三種町告示第７号。以下「要綱」という。）

により指名審査委員会が指名業者を選定審議し、契約権者が決定するものとする。 

２ 前項で決定された指名業者名及び指名業者数については、入札直前まで公表しないものとする。 

（指名通知） 

第６条 契約権者は、次に掲げる事項を明記の上、指名競争入札に係る指名通知を作成するものと

する。 

（１） 入札に付する事項 

（２） 予定価格（事前公表する場合に限る。） 

（３） 関係書類閲覧場所及び期間 

（４） 現場説明の日時 

（５） 入札保証金 

（６） 入札及び開札の日時及び場所 

（７） 前金払の有無及び部分払の有無 

（８） 契約保証金 

（９） 議会の議決を要するものについては、仮契約の締結 

（１０） 質疑応答期間 

（１１） その他特に必要な事項 

２ 指名通知は、郵送で行うものとする。ただし、電子入札においては、電子入札システムを使用

し通知するものとする。 

（予定価格の事前公表） 

第７条 予定価格の事前公表は、建設工事等で入札に付するもののうち、入札執行者が必要と認め

たもの（入札執行者と予定価格を決定する者とが異なる場合にあっては、入札執行者が予定価格

を決定する者と協議の上、必要と認めたもの）について、事前公表できるものとする。 

２ 予定価格の事前公表は、指名競争入札通知書への予定価格の掲載により行うものとする。 

（指名の取消し） 

第８条 契約権者は、指名競争入札執行通知書を通知後、当該入札が執行されるまでの間に要綱に

より指名停止された場合、指名を取り消すものとする。 

（施工条件等の明示） 

第９条 契約権者は、事前に充分現場等を調査し、設計図書の閲覧、貸出又は複写をもって施工条

件、契約条件等の明示を行うものとし、現場説明は、行わないものとする。ただし、製造、建設



 

コンサルタント等及び大規模かつ技術的に難易度の高い建設工事で設計図書の閲覧等のみによ

っては見積りが困難と認められるものについては、現場説明を行うことができる。 

（見積期間） 

第１０条 建設工事の入札に当たっては、入札価格を算出するために必要な期間（以下「見積期間」

という。）を設けなければならない。 

２ 前項の見積期間は、次に掲げるとおりとする。ただし、やむを得ない事情があるときは、第２

号及び第３号の期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（１） １件の予定価格が５，０００，０００円に満たない建設工事については、１日以上 

（２） １件の予定価格が５，０００，０００円以上５０，０００，０００円に満たない建設工

事については、１０日以上 

（３） １件の予定価格が５０，０００，０００円以上の建設工事については、１５日以上 

３ 見積期間の計算は、設計図書等の閲覧開始の日又は現場説明の日の翌日から起算し、入札期日

の前日までとする。この場合において、見積期間には土曜日、日曜日、祝日等を含むものとする

が、見積りに相当期間を要する場合又は見積りが年末年始等の長期連休に及ぶ場合は、この限り

でない。 

４ 製造、建設コンサルタント等にあっては、入札価格を算出するための期間を考慮し設定するも

のとする。 

（入札への参加者） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する者を入札に参加させてはならない。 

（１） 入札日において、指名を取り消されている者 

（２） 正常な入札の執行を妨げる等の行為をなすおそれがある者 

（入札保証金） 

第１２条 入札執行者は、入札前に、財務規則で定める有価証券等をもって入札金額の１００分の

５以上の額の入札保証金を納付させなければならない。ただし、次のいずれかに該当する場合は、

入札保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

（１） 入札参加者が保険会社との間に町を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

（２） 入札参加者が過去２年間の間に町、国又は他の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じ

くする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行した実績を有する者であ

り、かつ、その者が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

２ 入札保証金は、入札の終了後直ちに還付するが、落札者に対しては、当該契約の締結後に還付



 

し、又は契約保証金の納付に振り替えることができる。 

３ 入札保証金には、利子を付さない。 

（入札の場所） 

第１３条 入札及び電子入札は、庁舎その他入札が適正に行われるような場所で執行しなければな

らない。 

（入札の準備） 

第１４条 入札執行者は、予定価格調書、くじその他入札の執行に必要なものを準備しなければな

らない。 

（入札辞退） 

第１５条 入札執行者は、入札を辞退する者に、入札執行前にあっては入札辞退届を持参又は郵送

等により提出させ、入札執行中にあっては入札辞退届又はその旨を明記した入札書を直接提出さ

せなければならない。ただし、電子入札においては、電子入札システムにより入札の辞退を届け

出ることができるものとする。 

２ 契約権者は、入札辞退届を提出し辞退した者について以後の指名等について不利益な取扱いを

してはならない。 

（入札の取りやめ等） 

第１６条 入札執行者は、入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）が連合し、

又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行することができないと認められると

きは、当該入札参加者を入札に参加させないこと又は入札の執行を延期し、若しくは取りやめる

ことができる。 

２ 天災、地変その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を延期し、又は取りやめるこ

とができる。 

（入札の秩序） 

第１７条 次の各号のいずれかに該当する者は、入札執行の場所から退場させることができる。 

（１） 私語、放言等をなし、入札の執行を妨げた者 

（２） 不穏の行動をなす者 

（入札の執行） 

第１８条 入札は、入札執行時間に達したとき入札会場を閉鎖し、入札を開始する旨を告げ、入札

参加者に入札書を提出させ、又は入札箱に投入させることにより行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、電子入札においては、入札参加者は指定した日時までに電子入札シ



 

ステムにより入札書を提出しなければならない。ただし、入札執行者の承諾を得て、又は入札執

行者の指示により書面で提出する場合は、入札書その他指名通知等に示した書類を封筒に入れて

封かんの上、入札件名、入札日時及び入札参加者名を記載し、指名通知に示した日時に入札執行

者へ提出するものとする。 

３ 代理人が入札する場合は、委任状を提出させなければならない。 

４ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をすることは

できない。 

５ 入札書の金額については、見積った契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を記載さ

せるものとする。 

（入札書の書換え等の禁止） 

第１９条 入札執行者は、入札書の書換え、引換え又は撤回をさせてはならない。 

（入札の無効） 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札に参加する資格のない者のした入札 

（２） 入札保証金を納付させる場合、入札保証金を納付しない者又はその金額に不足のある者

のした入札 

（３） 同一の入札について、２人以上の入札をした者の入札 

（４） 同一の入札について、２人以上の入札者の代理人となった者の入札 

（５） 談合その他不正行為により入札を行ったと認められる入札 

（６） 入札書の記載事項が脱落し、又は不明瞭で判読できない入札及び金額を訂正した入札 

（７） 委任状を持参しない代理人のした入札 

（８） 記名押印を欠く入札（電子入札システムによる場合にあっては、電子証明書を取得して

いない者のした入札） 

（９） 建設工事の入札において、見積内訳明細書を提出しない者又は次のいずれかに該当する

見積内訳明細書を提出した者の入札 

ア 提出者の商号若しくは名称の記載がないもの又は記載に誤りがあるもの 

イ 建設工事の件名の記載がないもの 

ウ 工事価格の記載がないもの又は工事価格と入札金額が異なるもの 

エ 入札金額の内訳の記載がないもの 

（１０） 前各号に定めるもののほか、指示した条件に違反すると認められる入札 



 

（開札） 

第２１条 開札は、入札の場所において、入札の終了後直ちに入札者の立会いのもとに行わなけれ

ばならない。 

２ 入札執行者は、開札を宣言した上、直ちに入札書を開封し、その適否の審査を行わなければな

らない。 

３ 開札の最終結果は、開札場において、落札業者の氏名及び落札金額の読み上げを行うものとす

る。ただし、電子入札においては、入札ごとに、落札候補者を決定していくものとする。 

（落札者の決定） 

第２２条 入札執行者は、予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、最低の価格をもって入札

した者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、当該契約内容に適

合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる者を落札者

とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低価格をもって入札し

た者を落札者とする。また、最低制限価格を設けた場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をも

って入札した者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とせず、予定価格の制限範囲内の

価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低の価格をもって入札した者を落

札者とする。 

２ 入札執行者は、落札者を決定したときは、直ちに口頭及び書面又は電子入札システムにより、

その旨を落札者に通知しなければならない。 

（同価格の入札者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第２３条 入札執行者は、落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、くじによ

り落札者を決定しなければならない。この場合には、初めにくじにより落札者を決定するくじを

引く順番を決め、その順番で落札者を決定するくじを引かせなければならない。ただし、電子入

札においては、電子入札システムにより抽選するものとする。 

２ 前項の場合において、当該入札者のうち、くじをひかない者があるときは、これに代わって、

入札事務に関係のない職員にくじを引かせなければならない。 

（再度の入札） 

第２４条 入札執行者は、開札をした場合において、落札とすべき入札をした者がいないときは、

直ちに再度の入札を行うことができる。この場合において、再度の入札は、原則として１回まで

とする。 



 

２ 前項により再度の入札を行うときは、次の各号のいずれかに該当する者は、再度の入札に参加

することができない。 

（１） 第２０条第１号から第５号までの規定により無効とされた入札をした者 

（２） 第２０条第１０号の規定に該当し、入札を無効とされた者で再度の入札に参加させるこ

とが不適当と認められるもの 

（３） 最低制限価格を設けた場合において、最低制限価格を下回った価格で入札した者 

３ 第１５条及び第１６条の規定は、再度の入札の場合に準用する。 

（不調時の取扱い） 

第２５条 入札執行者は、再度入札によっても、なお落札者がないときは、入札を打ち切るものと

し、予定価格と最低入札金額の差が小額で随意契約ができると認められる場合を除き、指名替等

を行い新たな入札を行うこととする。 

（契約保証金） 

第２６条 落札者は、契約書の提出と同時に請負金額の１０分の１以上の金額を次に掲げる契約の

保証のいずれかを添付しなければならない。ただし、あらかじめ契約担当者が契約保証金を必要

としない旨を指示した場合は、この限りでない。 

（１） 契約保証金の納付 

（２） 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供 

（３） 銀行等又は保証事業会社の保証 

（４） 公共工事履行保証証券による保証 

（５） 履行保証保険契約の締結 

２ 契約保証金には、利子は付さない。 

（契約書の提出） 

第２７条 契約権者は、契約書又は請書を作成する場合においては、落札者に契約書に記名押印さ

せ、落札通知した日から５日以内に契約を締結しなければならない。ただし、やむを得ない事由

により書面をもってその期限の延長を願い出て承認を受けたときは、この限りでない。 

２ 落札者が前項の期間内に契約を締結しなかった場合は、その落札の効力を失う。 

（異義の申立て） 

第２８条 入札執行者は、入札後、入札参加者からの契約書、契約事項の各条項、設計書、仕様書、

図面、現場説明事項についての不明又は錯誤を理由とした異議は、認めないものとする。 

（入札結果等の公表） 



 

第２９条 入札結果等の公表については、別に定める。 

（その他） 

第３０条 入札執行者は、当該入札を公正に執行するため必要があると認めたときは、入札参加者

に事情聴取又は誓約書及び見積内訳明細書を提出させることができる。 

第３章 応募型指名競争入札 

（応募型指名競争入札の方法） 

第３１条 応募型指名競争入札は、入札参加者を公募し、入札参加資格が確認された者を指名する

ことにより行うものとする。 

（入札参加資格） 

第３２条 応募型指名競争入札に参加しようとする者は、法令等の規定によるほか、次に掲げる要

件を全て満たすものでなければならない。 

（１） 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条の規定による指示又は営業停止措置を

受けていないこと。 

（２） 本町の指名停止措置を受けていないこと。 

（３） 前各号に掲げるもののほか、工事ごとに定める要件を満たすこと。 

（入札の公募） 

第３３条 町長は、応募型指名競争入札を執行しようとする場合においては、あらかじめ次に掲げ

る事項を公表して公募するものとする。 

（１） 入札に付する工事名、施工場所及び工期 

（２） 工事概要 

（３） 予定価格 

（４） 入札に関すること。 

（５） 開札に関すること。 

（６） 入札に参加する者に必要な要件 

（７） 入札参加申込に関すること。 

（８） 指名通知等 

（９） 設計図書に関すること。 

（１０） 契約の締結に関すること。 

（１１） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の公募は、役場本庁舎、琴丘支所及び山本支所に掲示し、本町ホームページに掲載して行



 

うものとする。 

（入札参加申込書等） 

第３４条 応募型指名競争入札に参加しようとする者は、次に掲げる書類（以下「申込書類」とい

う。）を町長に提出しなければならない。 

（１） 応募型指名競争入札参加申込書（様式第１号） 

（２） その他工事ごとに定める要件を満たすことを証する書類 

（申込書類の確認） 

第３５条 町長は、申込書類の確認を行い適当と認めた者を全て指名し、通知するものとする。 

（非指名者への通知） 

第３６条 町長は、前条の確認により指名されなかった者に対し、応募型指名競争入札非指名通知

書（様式第２号）により、理由を付して通知するものとする。 

（再度公募等） 

第３７条 町長は、第３５条の規定による確認の結果、指名できる者が２者未満の場合は、次のと

おり取扱うものとする。 

（１） 町内業者の場合、当該入札を中止し、直近上位の等級まで入札参加資格を拡大し、再度

公募する。 

（２） 前号の場合において上位等級がない場合、又は町外業者も対象となる工事においては、

当該入札を中止し、指名競争入札を実施する。 

（３） 前各号の規定にかかわらず、町長が入札を執行することが適当と認めた場合はこの限り

でない。 

２ 前項の場合において、中止した入札について指名できる者がいるときは、町長は、その者に当

該入札の中止を文書により通知しなければならない。この場合において、中止した入札について

すでに確認した入札参加資格は、再度公募による入札が前項第１号によるものであるときは、確

認した入札参加資格を再度公募による入札参加資格と見なし、指名できるものとする。 

３ 第１項第１号の規定による再度公募を行っても指名できる者が２者未満であるときは、同項第

２号の規定によるものとする。 

（応募型指名競争入札に係る関係規定の準用） 

第３８条 第５条から第３０条までの規定は、応募型指名競争入札を執行する場合に準用する。こ

の場合において、条文中にある「指名競争入札」とあるのは「応募型指名競争入札」と読み替え

るものとする。 



 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年３月２０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の八竜町建設工事等指名競争入札事務要領（平成６

年八竜町告示第９号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この告示の相当規定に

よりなされたものとみなす。 

附 則（平成１９年９月２８日告示第２２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年９月１４日告示第３５号） 

この告示は、平成２４年９月１４日から施行する。ただし、改正後の第２条第１号イ及び第２号

イの規定は、平成２５年５月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２５日告示第５２号） 

この告示は、平成２５年１２月２５日から施行する。ただし、応募型指名競争入札以外の入札に

対する改正後の第２条第２号ウの適用は、平成２６年４月１日からとする。 

附 則（平成２６年４月１日告示第２０号） 

この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月３０日告示第１９号） 

この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１３日告示第１３号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２２日告示第２８号） 

この告示は、令和３年４月１日か 

 


